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この報告書は、国連薬物犯罪事務所(UNODC) とウィーン NGO 薬物委員会(VNGOC) の協力の下、スウェー

デン政府の貢献により作成された。本ガイドの作成にあたり、世界中の様々な利害関係者との幅広い協議が行

われた。UNODC は、市民団体から寄せられた支援に特に感謝している。 

 

この文書は、JasminaHegerová, Sarah Pirker, Vanessa Kniesの支援を得て、Mirella Dummar -Frahi と Jamie 

Bridge の指導の下、Billy Batware によって起草された。UNODC 内では、(アルファベット順)Anders Frantzen, 

Anika Holterhof , Claudia Baroni, Christian Claassen, Fariba Soltani、Jenna Dawson-Faber, Jorge Rios, Lucia 

Gonzalez Lopez, Marco Teixeira, Mareike Buettner , Monica Beg, Monica Ciupagea, Riku Lehtovuori , Sanya 

Singh, Simonetta Grassi, Sofia Cordero, Sven Pfeiffer, Tofik Murshudlu.  

表紙画像は Federica Martinelli がデザインした。 

 

第 62回国連麻薬委員会(CND) 及びその閣僚級会合のために作成された会議資料である。世界の薬物問題に共

同で対処するために行われたコミットメントの実施状況を、特に 2019年の目標期日を考慮して、3月 14日か

ら 2019年 3月 22日までの間に評価したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この報告書は、国連薬物犯罪事務所(UNODC)とウィーン NGO薬物委員会(VNGOC)の協力の下、スウェーデン政府

の貢献により作成され、2019年 3月に発行した「Working Together- Drugs and Sustainable Development：A 

Guide for Ci vil Society 」の和訳です。和訳を日本臨床カンナビノイド学会有志で行いました。国連世界薬物

特別総会(UNGASS)と持続可能な開発目標(SDGs)の関連性を理解するための資料です。 

 

免責事項：和訳はあくまでも便宜的なものとして利用し、適宜、英文の原文を参照していただくようお願いし

ます。日本臨床カンナビノイド学会は、本翻訳物に記載されている情報より生じる損失または損害に対して、

いかなる人物あるいは団体にも責任を負うものではありません。 

 

原文は、こちらのページより PDFファイルでダウンロードできます。 

https://ww w.unodc.org/unodc/en/ngos/launch - of - a- civil - society - guide- for - ungass- and- sdgs.html  

http s://www.unodc.org/documents/NGO/CS- guide- for - UNGASS- and-

SDGs/Civil_Society_Guide_for_UNGASS_and_SDGs_Conference_Edition.pdf 

 

上付き数字は原文の引用文献番号です。参照する場合は、原文をご覧下さい。 

https://www.unodc.org/unodc/en/ngos/launch-of-a-civil-society-guide-for-ungass-and-sdgs.html
https://www.unodc.org/documents/NGO/CS-guide-for-UNGASS-and-SDGs/Civil_Society_Guide_for_UNGASS_and_SDGs_Conference_Edition.pdf
https://www.unodc.org/documents/NGO/CS-guide-for-UNGASS-and-SDGs/Civil_Society_Guide_for_UNGASS_and_SDGs_Conference_Edition.pdf
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本ガイドの目的は、世界の薬物問題に関する 2016 年国連特別総会(UNGASS)の成果文書(UNGASS2016) 1を

市民社会に周知することである。施策上の勧告及びそれぞれの持続可能な開発目標(SDGs)の実施における市

民社会の参加の可能性を強調する2。このガイドでは、UNGASS成果文書と SDGsを現場の市民社会組織が容

易に理解できるようにし、両者の関連性を示すために、国連薬物犯罪事務所(UNODC )の活動や世界中の NGO

の事例を用いて、薬物に関連するこれらの国際公約の実施をどのように支援しているかを説明している。本ガ

イドで使用されている略語は用語集の巻末に記載されているが、関連する SDGおよび目標の全文は付録 1に

記載されている。 

 

ガイドの作成は、国連薬物犯罪事務所(UNODC) の市民社会チームが主導し、ウィーン NGO 薬物委員会

(VNG OC)と協力した。すべての市民社会の事例は、市民社会組織自身によって提供されている。これらの各

事例の内容は、それを提供した市民社会組織の立場を反映している。 

 

  

 

2018年の世界薬物報告3によれば、物質使用障害による死亡の 23%は 15~29 歳の若年者に発生し、30~49 歳

の若年者に大部分(38%)が発生している。さらに心配なのは、死亡原因の 39%が成人であることである4。 

 

薬物使用による害の大きさは、2017年の世界薬物報告5によれば、薬物使用に関連した早死と障害の結果とし

て、2015 年に世界中で失われた「健康な」寿命(障害調整生命年：DALYs)の推定 2800 万年と強調されてい

る。失われた年月のうち、1700万年はすべての種類の薬物の「物質使用障害」 のみが原因であった。薬物使

用に関連するあらゆる原因による罹病および死亡に起因する DALY は、過去 10 年間で全体的に増加してい

る。 

 

しかし、毎年治療を受けている「物質使用障害」患者は 6人に 1人に満たないため、科学的根拠に基づく薬物

治療の利用とアクセスは依然として極めて限られている6。 

 

注射による薬物使用は、薬物使用に関連した最も深刻な健康上の問題に直面している。世界中で注射による薬

物使用者は 1200万人近くに上り、そのうちの 8人に 1人(160 万人)が HIV に感染し、半数以上(610 万人)が

C 型肝炎に感染している7。薬物使用は多くの刑務所でも一般的である。囚人の 3 人に 1 人は投獄中に不法薬

物を使用しており、16%が現在(過去 1カ月)使用していると報告している。大麻は刑務所で最も一般的に使用

されている不法薬物で、ヘロインは第 2 位である。囚人の約 10%が投獄中にある時点でヘロインを使用した

と報告しており、そのうちの 3 人に 1 人が刑務所内で現在(過去 1 カ月)使用していると報告している8。薬物

市場も多様化しており、消費国、生産国、通過国という伝統的な区別はますます時代遅れになってきている。 

 
1 https://undocs.org/A/RES/S -30/1  

2 https://sustainabledevelopment.un.org/?menu=1300  

3 UNODC World Drug Repo rt 2018: https://www.unodc.org/wdr2018/prelaunch/WDR18_Booklet_4_YOUTH.pdf  

4 UNODC World Drug Report (page 54): https://www .unodc.org/wdr2018/prelaun ch/WDR18_Booklet_4_YOUTH.pdf  

5 UNODC World Drug Report 2017: https://www.unodc.org/wdr2017/field/Booklet_2_ HEALTH.pdf  

6 UNODC World Drug Report 2018: https://www.unodc.org/wdr2018/prelaunch/WDR18_Booklet_2_GLOBAL.pdf  

7 UNODC World  Drug Report 2017. https:/ /www.unodc.org/wdr2017/field/Booklet_2_HEALTH.pdf  

8 World Drug Report 2017: https://www.unodc.org/wdr2017/f ield/Booklet_1_EXSUM.pdf  
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このことは、米国の例で最もよく示されている。米国では、オピオイド市場は、犯罪市場における国際的に規

制された物質(特にヘロイン)、処方薬(そのうちのいくつかは合法的な市場から不法市場に転用されている)、

および偽造薬から構成されている。 

 

UNGASS2016及び国連麻薬委員会(CND) の最近の会合が示しているように、国際社会は、世界的な薬物関連

の課題に迅速かつ断固として対応することにコミット(合意)している。しかし、組織を目的達成に向けて効果

的・効率的に進めていく力と技術支援の必要性は依然として大きく、そのための資金は依然として政治的コミ

ットメントに遠く及ばない。すべての加盟国が UNGASS 成果文書に含まれた勧告を実施し、SDGsの下で関

連する目標を達成することを支援するために、更なる資源が緊急に必要である9。 

 

UNGASS2016の成果文書で認められているように、「市民社会は、科学界及び学界と同様に、世界の薬物問題

に対処し、これに対抗する上で重要な役割を果たしており、また、適切な場合には、影響を受ける人々及び市

民社会団体の代表が、適切な場合には、薬物規制政策及びプログラムの評価を支援するために、関連する科学

的根拠の策定、実施及び提供において参加型の役割を果たすことができるようにすべきであることに留意し、

我々は、この点において民間部門との協力の重要性を認識する。」10 

 

 

? 

 

「市民社会は、政府がますます困難になっている今日の国連の成功のための重要な手段である。[特に世界的

な政治情勢において]市民社会との対話と協力は、私自身の活動のためだけでなく、すべての国連機関が抱え

ている懸念のためにも、今後数年間の国連の活動の中心的な側面であり、パートナーシップが地球規模の問題

を解決する上で重要な要素となることを確信しています。」 

国連事務総長アントニオ・グテレス[2016 年 10月 19日]  

 

国連(UN)は、市民社会を政府や民間企業と並んで「第三セクター」と呼んでいる11。世界銀行は、市民社会組

織(CSO)を、コミュニティ・グループ、非政府組織(NGO) 、労働組合、先住民グループ、慈善団体、宗教団体、

専門職団体、財団など、公式・非公式のさまざまな組織と定義している12。 

 

UNODC (CST)  

国連薬物犯罪事務所（UNODC ）の市民社会チーム（CST）は、特にオースト

リアのウィーンで開催される国連麻薬委員会（CND）において、関連する国

連の会議やプロセスへの市民社会の参加のための主要な窓口となっている。 

 

 

 

 

 

 
9 UNODC World Drug (page 4) : https://www.unodc.org/wdr2017/field/Booklet_2_HEALTH.pdf  

10 https://w ww.unodc.org/documents/pos tungass2016/outcome/V1603301-E.pdf 

11 http://www.un.org/en/sections/resources -different -audiences/civil-society/  
12 http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/TOPICS/CSO/0,,contentMDK:20101499~menuPK:244752~pagePK:220503~piP  

K:220476~theSitePK:228717,00.html 
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CSTは、UNODC の政策分析・広報部長室に設置され、UNGASS成果文書の実施、国連腐敗防止条約(UNCAC)

の実施、国際組織犯罪防止条約(UNTOC) 、及び国連麻薬委員会（CND）とその姉妹委員会である犯罪防止刑

事司法委員会(CCPCJ)に関するその他の関連事項など、国連の薬物関連問題に関する市民社会と加盟国との対

話を促進する活動を実施している。CSTは VNGOC と連携して薬物関連活動を実施している。 

CST の役割と活動の詳細については、CST の Web サイト http://www.unodc.org/unodc/en/ngos/DCN0 -

NGOs-and-civil -society.htmlを参照してください。 

 

NGO (VNGOC)  

VNGOC は、薬物関連の問題に取り組む NGO の世界的ネットワークであり、オーストリアで登録されてい

る。1983 年に設立された NGO であり、ウィーンに本部を置く国際的な薬物統制機関との連携の提供と発展

に努めてきた。その目的は、NGO が国連システムと協力して、薬物の政策、戦略、実践に関する問題に取り

組むのを支援することである。VNGOC には約 200のメンバーがおり、数百万人規模の大規模な国際 NGO か

ら、国際、国、地方レベルで幅広い支援を行う専門 NGO まで存在する。 

 

VNGOC は、国連の国際薬物統制システムに関連する活動の長い歴史を有している。過去 25年間、国連麻薬

委員会（CND）の年次総会ごとにサイド・イベントを開催し、声明を発表してきた。これまでに 4つの NGO

世界フォーラムを組織し、過去 3 回の国連特別総会のほか、多数の国連および政府間会議に参加した。CND

の議長、UNODC の事務局長、国際麻薬統制委員会(INCB) の議長と NGO 代表が対話する非公式対話を毎年

開催している。2017年、VNGOC は UNODC との協力を支援する覚書に調印した13。 

 

VNGOC の役割と活動の詳細については、VNGOC のWebサイト (www.vngoc.org) を参照してください。 

 

CND  

CND は 1946年に国連経済社会理事会(ECOSOC)によって設立され、国際的な薬物統制条約の適用を監督す

る ECOSOC を支援している14。1991年、国連総会(GA)は、CND が UNODC の統治機関として機能できる

ように権限を拡大した。経済社会理事会決議 1999/30 は、CND のアジェンダ（行動計画）を 2つの別個のセ

グメント:条約に基づく及び他の機能を実行するための規範的なセグメント、UNODC の運営機関としての役

割を果たすための事業的なセグメントで構成することを要求している15。 

 

2009年の政治宣言と行動計画の中で、CND は国連総会が(下記のリンク先参照)に関する特別総会を開催する

よう勧告した16。CND は、2016年の UNGASSの準備を主導し、成果文書の交渉を行った17。それ以来、同委

員会は UNGASSのフォローアップに取り組み、成果文書の勧告を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 
13 http://vngoc.org/wp -content/uploads/2017/03/MOU -UNODC -VNGOC_Final -Draft.pdf  

14 https://www.unodc.org/docume nts/commissions/CND/ECOSOC_Res -9I_E.pdf 

15 https://www.unodc.org/documents/commissions/CND/Drug_Resolutions/1990 -1999/1999/E COSOC_Res-1999-30.pdf 

16 https://www.unodc.org/documents/commissions/CND/CND_Sessions/CND_52/Political -Declaration2009_V0984963_E.pdf 

17 https://www.unodc.org/ungass2016/  
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CND は毎年 3月にウィーンで会合を開き、様々な決定や決議を検討・採択している18。CND の会期間会合も

時々開催され、問題点や議論をさらに詳しく説明する。CND と CCPCJは、UNODC に関連する予算及び行

政上の問題を主に検討するため、毎年末に再招集された会合を開催している。ECOSOC と協議資格を持つ

NGO は、オブザーバーとして CND セッションに参加することができる。 

 

オブザーバーとして、NGO は、とりわけ以下のことを行うことができる。 

• 加盟国のみを対象とした非公式会合を除き、委員会のすべての議事に出席し、これを遵守する。 

• 書面の提出 

• 口頭介入を行う 

• 特別イベントやパネルディスカッションへの参加 

• 委員会の活動に関連する問題に関するサイド・イベント及び展示会を開催すること。 

• CND への NGO 参加の詳細については、このページをご覧ください。 

(https://www.unodc.org/unodc/en/c ommissions/NGO.html) を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
18 https://www.unodc.org/unodc/en/commissions/CND/Resolutions_Decisions/Resolutions -Decisions_2010-2019.html 
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2016 年 4 月にニューヨークの国連本部で開催された薬物に関する国連総会では、各国政府、国連機関、市民

社会組織が一堂に会し、世界の薬物問題に対処するために国際社会が設定した目標の達成に向けた進展を検討

した。2016年 3月の第 59回会期において、国連麻薬委員会（CND）は、「世界の薬物問題に効果的に対処し、

これに対抗するための我々の共同のコミットメント」と題された成果文書を国連総会に送付し、国連世界薬物

特別総会での採択を勧告することを決定した。2016年 4月 19日から 21日まで開催され、成果文書は、総会

決議 S-30/ 1. 19において採択された。この UNGASS成果文書は、各国が薬物関連の問題にどのように取り組む

べきかを記述したものであり、加盟国内および加盟国間の長年にわたる議論と、国家、地域、世界レベルでの

市民社会組織（CSO）からの貢献によって生み出されたものである20。 

成果文書は以下の 7つの章で構成されている。 

 

1．予防、治療、処置ならびに保健に関する施策を含む需要削減 

2．転用を防止しつつ、専ら医療及び科学上の目的のための規制物質の利用及びアクセスを確保すること 

3．効果的な法執行、薬物犯罪対策、マネーロンダリング対策、司法協力の推進の供給削減及びそれに関連に

した措置 

4．人権、若者、子ども、女性ならびにコミュニティと薬物に関する分野横断的な問題 

5．3つの国際薬物統制条約及び関連する国際文書に従い、現状、傾向及び状況の変化、新たな精神作用物質を

含む脅威を踏まえた、世界的な薬物問題の分野横断的な課題 

6．共通かつ共有された責任原則に基づく国際協力の強化 

7．開発志向のバランスのとれた薬物統制政策に関する地域的、地域間及び国際協力、社会経済的な措置など

の代替開発 

 

市民社会は UNGASS2016の準備プロセスに積極的に参加し、市民社会タスクフォース21(VNGOC とニューヨ

ーク NGO 薬物委員会の共同イニシアティブ)が実施した様々な地域協議や、UNGASS2016の非公式で対話型

の利害関係者協議などを通じて、市民社会が加盟国による検討のための意見を提供する機会を提供した。 

800以上の NGO が UNGASS2016に参加するために登録された。「世界の薬物問題」 に取り組む上で市民社

会の重要性を加盟国が認識していることは、市民社会が全体で 11 回反映されている成果文書で示された。例

えば、加盟国は、特に知識と研究の促進、効果的な薬物予防、早期介入、治療、ケア、ハームリダクション(健

康被害軽減)、回復、リハビリテーション及び社会復帰を通じ、市民社会を含む他の利害関係者と緊密に連携

して勧告を実施するために必要な措置をとることを決意した。 

 

成果文書では、ジェンダーに配慮するとともに、公衆衛生と人権の枠組みの中で政策を設定する必要性も強調

されている。UNGASS2016は、持続可能な開発のための 2030アジェンダ(次頁参照)が採択された直後の歴史

的な節目に開催された。UNGASSの成果文書において、加盟国は、SDGsを達成し、「世界の薬物問題」に効

果的に対処するための努力が相互に補完的であり、相互に補強するものであることを強調した。 

 

 

 
19 UNG ASS outcome document: https://undocs.org/A/RES/S -30/1  

20 http://www.unodc.org/ungass2016/en/contribution_ngo s.html 

21 https://www.cstfondrugs.org/  

(UNGASS)  
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持続可能な開発のための 2030アジェンダは、17 の持続可能な開発目標(SDGs)とともに、誰も取り残されな

いことを約束する、人と地球と繁栄のための行動計画として 2015年 9月 25日に合意された22。SDGsは、こ

れまでの社会的及び経済的な優先事項に焦点を当てていたものから、その対象範囲において普遍的なより広範

なアジェンダへと移行している。特に、持続可能な開発のための 2030アジェンダは、「平和なくして持続可能

な発展はあり得ないし、持続可能な発展なくして平和はあり得ない」ことを明確に確認している。それは、平

和、法の支配、人権、開発、平等の諸要素を包括的で前向きな枠組みにまとめるものである。紛争、犯罪、暴

力、差別を減らし、包摂と良い統治を確保することは、人々の幸福の鍵となる要素であり、持続可能な開発を

確保するために不可欠である。国連は、極度の貧困を含め、あらゆる形態・側面で貧困を撲滅することが世界

最大の課題であると認識している。持続可能な開発に不可欠な課題です。全ての国及び全ての利害関係者は、

協力的なパートナーシップの下でこの計画を実施する。 

 

アジェンダの 17のグローバル目標と 169のターゲット（達成水準）(巻末の付録 1参照)は、この普遍的なア

プローチの規模と野心を示している。彼らは、すべての人の人権を実現し、ジェンダーの平等とすべての女性

と少女のエンパワーメントを達成しようとしている。それらは統合され、不可分であり、持続可能な開発の 3

つの側面、すなわち経済、社会、環境のバランスをとっている。 

 

国連システムは、共有された責任の文化、集団的行動および進歩のためのベンチマーキングに基づいて、新し

い世界的課題において重要な役割を担っている。UNODC は、グローバル、地域、国レベルでの活動を通じて、

様々な SDGsの下で目標を達成するための支援を加盟国に提供する。 

 

また、SDGsの達成には、社会のあらゆる分野、あらゆる人々の積極的な参加が必要であることも広く認識さ

れている。NGO は、持続可能な開発に関連する国連の活動への幅広い参加を促進する主要な経路として機能

する、社会の 9つの正式なセクターの 1つである23。 

 

「世界の薬物問題」は、グローバル目標やターゲット（達成水準）の中に直接的に表現されているわけではな

いが、すべてとは言わないまでも、ほとんどの目標と明らかに重複し、相互作用している。市民社会タスクフ

ォース(VNGOC とニューヨーク NGO 薬物委員会の共同イニシアティブ)が実施した 2018年のグローバル・

オンライン市民社会協議24によると、461の NGO の回答者の 95%が、自分たちの活動が 17の SDGs(下のグ

ラフを参照)の少なくとも一つに取り組んでいると感じており、回答者の 19%が 17 の目標すべてを前進させ

るために努力していると感じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
22 https://sustainabledevelopment.un.org/post2015/transformingourworld  

23 https://susta inabledevelopment.un.org/post2015/transformingourworld  

24 CSTF global consultation report: http://vngoc.org/2019/02/19/cstf -global-consultation-report/  

2030   
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: NGO 25 

 

 

 

 

 

 
25 CSTF global consultation report: http://vngoc.org/2019/02/19/cstf -global-consultation-report/  
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この章には、予防、早期介入、治療、ケアと回復、ハームリダクション(健康被害軽減)、リハビリテーション、

社会統合対策に関する推奨事項が含まれている。第 1部は虐待の防止に関連しており、人々、特に子供と若者

に薬物乱用のリスクに関する正確な情報を提供することの重要性を繰り返し述べている。第 2部では「物質使

用障害」の治療、リハビリテーション、回復と社会復帰、および予防とハームリダクションを扱う。また、社

会的疎外を防止し、労働市場への効果的な再統合のための支援及びその他の支援サービスを通じたものを含め、

非スティグマ的な態度を促進することの重要性についての認識を含む。 

 

この章は、次の SDGにリンクしている。 

 

 
 

 

多くの場合、市民社会組織（CSO）は国家機関と比較して、リスクのある集団(薬を使用している人など)によ

り迅速にアクセスできる。UNGASS成果文書の第 1章で述べられている勧告に従い、市民社会組織（CSO）

は、特に以下のことを行うことができる:政府機関と協力して、科学的根拠に基づく予防、治療、およびハーム

リダクション・プログラムを策定する。親、提供者、教師、ピアグループ、医療専門家、宗教コミュニティ、

コミュニティ・リーダー、ソーシャルワーカー、スポーツ協会、メディア専門家、エンターテイメント産業を

巻き込んだ意識向上キャンペーンを展開・実施する;リスク集団(学校の内外の若者)に対する薬物乱用のリスク

に関する正確な情報を提供する。市民社会組織（CSO）はまた、薬物やその他の不法物質の生産が持続可能な

開発に及ぼす悪影響を含め、薬物消費とそれに伴うリスクについて、子どもや若者を対象とした教育キャンペ

ーンを働きかけ、計画することができる。すべての活動は、科学的根拠に基づくもの(例えば、予防26、治療27、

ハームリダクション（健康被害軽減）に関する UNODC 基準に沿ったもの28)でなければならず、個人、家族、

地域社会のニーズを中心にすべきである。 

 

1  

 

 
26 International Standards on Drug Use Prevention: https://www.unodc.org/documents/prevention/standards_180412.pdf  

27 https://www.unodc.org/docu ments/UNODC_WHO_International_Standards_Treatment_Drug_Use_Disorders_December17.pdf  

28 https://www.who.int/hiv /pub/idu/targe ts_universal_access/en/ 

UNGASS  1 SDGs  

 

 

SDGs:  1 (  1.1, 1.2, 1.3, 1.4, 1.a, 1.b),  3 (  3.3, 3.5),  4 (  

4.1, 4.2, 4.3, 4.4, 4.5, 4.7, 4.a),  8 (  8.2, 8.3, 8.5),  10 (Target 10.2) 
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- :  

サニー・トラスト・インターナショナルは 1995年に設立されたパキスタンの薬物治療・リハビリテーション

専門の NGO である29。再発率は非常に高い(ほぼ 98%)。これには、スティグマ(汚名)、心理社会的支援の欠

如、不十分なライフスキルなど多くの要因が関与している。さらに、フォローアップが不十分で、治療提供者

によるアフターケアが限られていることが、治療後の回復と社会復帰を阻害している。 

 

このギャップに対処するため、2017年 1 月にリカバリー・クラブが発足した。回復期にある人たちが、お茶

やコーヒーを飲みながら仲間やプログラムのスタッフと自分たちの問題について話し合うための、オープンで

自由、安全でフレンドリーな空間を提供している。また、ストレス管理、怒りの管理、交渉、コミュニケーシ

ョンのスキルなどの生活スキルや、職場復帰のための準備をするための履歴書の書き方、さらには実生活の問

題を解決するための能力を伸ばすための訓練も行っている。その結果、彼らは自信を持ち、長期的な回復と成

功した社会復帰を強化することができる。 

 

二人で始めた回復クラブには現在 30人以上の会員がいる。回復の役割モデルは、様々なセミナー、デモ行進、

ソーシャルメディアキャンペーン、教育機関、教師、家族、法執行機関など、地域社会の様々な利害関係者と

の集中的なグループディスカッションを運営する。このことは、回復指向のケアとサポートのシステムが利用

可能であれば、回復が可能であることを示している。 

 

- ( ) 

2006年に設立され、2008年に登録されたスラム・チャイルド財団は、非営利の社会奉仕団体であり、社会か

ら取り残された弱い立場にある子どもたちと協力し、ケニアのスラムに住む絶望的な家族に神の愛を伝えるこ

とで希望を取り戻そうとしている30。財団は、ケニアのナイロビにあるコロゴチョのスラム街で 6歳から 15歳

までの子どもを対象とした週一回のクラブ「TOTO クラブ」を運営している。当クラブでは、契約コンセプト

を通じて子どもたちの薬物使用防止を推進している。 

このプログラムは、スラムのコミュニティや家族と協力することで実現する 1 対 1 の介入に焦点を当ててい

る。それは、家族のメンバーと子ども自身の両方を引き込むことから始まる。このプログラムが開始されて以

来、子どもを介した動員の場合、参加者は 60%増加した。クラブに来ている新しい子どもたちの 70%は、現

在薬物を使っているか、あるいは薬物を使って、他の子どもたちを鼓舞するような成功物語を演じているかの

どちらかである。 

 

このプログラムの一環として、以前は子どもの前で飲酒や喫煙をしていた親に、子どもが親に薬物乱用のリス

クを説明して、やめさせることもある。これまでのところ、このアプローチによって、違法なアルコールの使

用やマリファナやタバコの喫煙をやめることができた親の事例が 12件記録されている。 

 

HIV/AIDS - :  

カナダ HIV/ エイズ法律ネットワークは、調査と分析、訴訟、その他の政策提言、公教育、地域社会の動員を

通じて、カナダ国内および国際的に、HIV/ エイズに感染している、あるいは感染している人々の人権を推進し

ている31。2018年、カナダ HIV/AIDS 法律ネットワークは、カナダにおける監視下消費サービス(SCS)の現状

を調査し、SCSに影響を及ぼす法律および政策の変更を監視し、現在および将来の SCS提供者が直面する便

益と障壁を特定するための調査プロジェクトに着手した。文献調査と主要情報提供者との 15 回のインタビュ

 
29 https://www.sunnytrust.org/about.php  

30 Slum Child Foundation: https://www.slumchildfoundation.net/about  

31 Canadian HIV/AIDS Legal Network: http://www.aidslaw.ca/site/our -story/mission -vision/?lang=en  
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ーに基づく本調査では、近年 SCSを全国に拡大する上で著しい進展が見られたものの、職員や顧客を刑事訴

追から保護するために SCS提供者に連邦の適用除外を取得することを求める例外的な法制度は、引き続きカ

ナダの現在の過剰摂取危機への対応能力を制限し、SCSを政治的文脈の変化に対して不必要に脆弱にしている

ことが確認された。 

 

この報告書と勧告は 2019年 2月に発表され、「過剰摂取危機に関する全米行動デー」に先立って連邦政府と共

有された32。 

 

Students for Sensible Drug Policy(SSDP)Just Say Know:  

SSDPは、薬物乱用が地域社会に与える影響を懸念する学生の国際的な草の根ネットワークである33。SSDPの

ピア・エデュケーション・プログラム「知っているだけでいい」は、危険な行動や不健康な態度を認識し対処

することを学生に教えると同時に、ハームリダクション指向のものを推進することを目的としている。Just Say 

Know は、科学的根拠に基づいた適切な情報を学生に提供することで、ネットワーク内の学生が薬物政策と薬

物使用の関係を分析できるようにしようとしている。 

 

このプロジェクトのカリキュラムには、科学的知識、専門的実践、若者の経験が盛り込まれている。SSDPは、

生徒の信憑性、苦悩、現在の現実を評価することで、生徒との信頼関係を構築している。プロジェクトリーダ

ーは、この信頼関係を、効果的な教育と早期警報システムの構築要素と見なしている。 

 

ピア・エデュケーターは、米国の大学キャンパスや、ヨーロッパや西アフリカの政府・非政府機関のコミュニ

ティスペースやイベントホールで、小グループの教育プログラムを推進している。Just Say Knowの枠組みの

中で、SSDPは学生に非公式なサポートと専門的な紹介を提供するだけでなく、他の学生グループ、学術部門、

コミュニティ組織と協力してキャンパス全体のイベントを計画し、プログラムが学生のニーズを継続的に満た

すようにフィードバックを求めている。 

 

Dianova Spain  

Dianovaは、社会、保健、人道セクターにおける様々なプログラムや介入を通じて、個人、コミュニティ、組

織の発展に貢献する団体や財団で構成される国際ネットワークである。Dianova ネットワークは 26 人のメン

バーで構成され、南北アメリカ、ヨーロッパ、アジア、アフリカの 20カ国で運営されている34。Dianova Spain

は 2015年 2月から早期介入プログラムを実施しており、このサービスの恩恵を受けた合計 500人 (青年 200

人、親 200人、教育者および/または仲介者 100人) がいる。 

初期介入プログラムは、個人的、ミクロ社会的およびマクロ社会的側面が統合された多因子的目的を持つ。特

に、本プログラムは、神経発達的側面の組み合わせと、特に現在の社会的状況における青少年の社会的行動と

のそれらの相関に焦点を当てている。このプログラムでは、行動管理、コミュニケーション、感情コントロー

ル、トラブル解決、具体的な行動計画(家族、社会、フォーメーション、余暇時間をターゲットにしている)な

どのスキルが提供される。 

科学的根拠のあるモデルに基づき、プログラムは、青年、その家族および専門スタッフが、薬物依存に関連し

た問題に関して早期発見と介入のための効率的で現実化されたツールを持つことができるように開発された。

このプログラムは、カウンセラーが物質使用障害をより深く理解できるように、さまざまな予防モデルと理論

に基づいている。 

 
32 http://www.aidslaw.ca/site/o verdue-for-a-change-scaling-up-supervised-consumption-services-in-canada/?lang=en 

33 SSDP: https://ssdp.org/about/  

34 Dianova internati onal: https://www.dianova.ngo/  
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Fourth Wave Foundation(FWF) VENDA ( ) 

FWF フォースウェーブ財団は、社会変革を求める声に応えたものである。私たちのアプローチは、社会的な

問題を取り上げ、それをイノベーションの課題に変え、同時に複数の利害関係者と協力して、私たちの内外に

存在する格差や不平等に対処することである。主な重点分野は、教育、エンパワーメント、倫理、インクルー

ジョンである35。FWFのプロジェクト VENDA、インドの「いいえ」の方言は、子供と十代を対象にしたフォ

ースウェーブ財団の介入ベースの取り組みである36。主に教育・啓発活動を中心に、学校や保護者、医療関係

者、地域の方々と連携して活動しています。プロジェクトでは、さまざまな活動を実装する。 

 

1.学生に薬物使用に伴うリスクについて教えることにより、薬物を拒否する動機を与えることを目的とした訓

練に参加する学生エンパワーメントプログラム。 

2.教師に必要な技能を身に付けさせ、薬物乱用の話題について生徒と話し合えるようにする教師の感性向上プ

ログラム。 

3.家庭における子どもの安全な養育環境の整備を目的とした 「ポジティブ・ペアレンティング・プログラム」 。 

4.地域参加プログラム:子供たちが育った地域の主要な利害関係者が一堂に会するプログラム。 

5.十代が前向きな目標に向けてエネルギーを振り向けることを可能にする代替的な追求プログラム。 

 

YouthRISE- :

 

YouthRISE は、薬物を使用する若者の参加を得て、科学的根拠に基づく薬物政策とハームリダクション(健康

被害軽減)戦略を促進する若者主導のネットワークである37。若者のためのハームリダクション・サービスと薬

物政策の改善を提唱するネパールの若者ネットワークの発展に取り組んでいる。政策提言活動や小規模なサー

ビス提供活動も地域レベルで実施されているが、青少年 RISEはまた、青少年指導者の動員や、世界エイズ・

結核・マラリア対策基金の国内調整メカニズムへの若者指導者の参加の確保にも焦点を当てている。Youth 

RISE はまた、薬物政策、政策提言、ハームリダクションの話題に関して、若者のためのより良いオンライン

教育ツールを提供している。 

 

1 UNODC  

 

UNODC は 「ユース・イニシアチブ38」を通じて予防のための若者の動員を続けており、ソーシャル・ネット

ワークを通じた働きかけや、年に一度の「ユース・フォーラム」を通じて国際的な政策立案者に自らの意見を

表明する機会を提供している39。UNODC は 7カ国の青少年団体に対し、薬物乱用防止センター助成金を通じ

て予防支援を動員する機会を提供した。UNODC は現在、薬物乱用防止を目的とした様々なプログラムを実

施・支援している。その一つが 「家族強化プログラム40」である。このプログラムは、低・中所得国における

家族技能訓練プログラムを通じて若者の薬物使用、HIV/ エイズ、犯罪を防止することを目的としており、

 
35 FWF: http://www.fourthwavefoundation.org/about -2/  

36 Information provided by FWF in Februar y 2019 

37 Youth Rise: https://youthrise.org/information/who -we-are/ 

38 https://www.unodc.org/unodc/en/prevention/youth -initiative.html  

39 https://www.unodc.org/unodc/en /prevention/youth -initiative/youth -forum.html  

40 https://www.unodc.org/ropan/en/DrugDemandRe duction/strong -families.html  

SDGs:  1 (  1.1, 1.2, 1.3, 1.4, 1.b),  3 (  3.3, 3.5, 3.8),  4 (  

4.1, 4.4, 4.5, 4.7, 4.a, 4.b),  5 (  5.1, 5.2),  8 (  8.1, 8.3, 8.5, 8.6, 8.7),  17 (

 17.17)  
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UNODC の薬物需要削減戦略において重要な役割を果たしている41。現在は、パナマ、ホンジュラス、ニカラ

グア、ドミニカ共和国、エルサルバドル、グアテマラの家庭を支援することに焦点を当てており、このプログ

ラムは、青少年における薬物乱用、犯罪、その他の危険行為を防止するために、親や青少年を標的にすること

の有効性を証明する科学的根拠に基づいている。パナマの UNODC 地域プログラム事務所による中米におけ

る治療・リハビリテーション・社会復帰ネットワークの設立は、薬物使用者が利用できる様々なサービスを通

じて、包括的な注意の改善と方法を促進する42。 

 

UNODC WHO  

UNODC はまた、低・中所得国を中心に、「物質使用障害」の影響を受けた個人に対し、科学的根拠に基づく

薬物依存治療サービスを提供することを目的とした複数のプログラムに参加している。その一つが、UNODC

と世界保健機関(WHO) が共同実施している薬物依存の治療とケアに関するプログラム43で、2009 年に旗艦プ

ログラムとして正式に開始されました。このプロジェクトは、UN ODC と WHO を一つの共同プラットフォ

ームの下に集め、世界的・地域的な成果を上げています。一方、国レベルのプロジェクト活動は現在、世界の

18の国と地域で実施されている。国レベルでは、プロジェクトは次の 4つのラインに従っている。 

 

1.薬物治療に関連する評価、データ収集、モニタリングおよび評価、ならびに研究および技術的ツールの開発

を支援する。 

2.科学的根拠に基づく薬物依存治療とケアに基づく能力開発を支援する。 

3.薬物依存治療サービス開発と科学的根拠に基づくサービス提供を支援する。 

4.政策提言関連の活動を支援し、薬物依存の治療とケアに関する科学的根拠に基づいた政策の調整と発展を支

援する。 

 

 

第 1章における UNODC の活動のもう 1つの例は、子どもと青少年の不法薬物使用の防止と「物質使用障害」 

の治療に関するプログラムである44。本プロジェクトの目的は、薬物使用の危険にさらされている及び/又は薬

物使用依存により悪影響を受けている児童及び青少年に対し、公的機関及び NGO が世界規模で協調して対応

することを促進し、薬物使用を防止し、薬物依存を治療し、青少年及びその家族の社会復帰及び社会復帰を促

進することである。 

 

このプロジェクトの主な戦略は、市民社会、学者、メディア、そして上層部の人々の参加を含む大規模な動員

で構成されており、世界中の子どもたちの生活状況を改善し、 「物質使用障害」 を発症するリスクを減らし、

この年齢層の特定のニーズに合わせた適切な治療戦略を提供するための迅速な行動を求めている。同様に、こ

のプロジェクトは、科学的根拠に基づいた薬物予防、治療、社会復帰プロジェクトを、プロジェクト実施国の

子どもと青少年に実施することを目的としている。 

 

 

 

 

 

 
41 https://www.unodc.org/ropan/en/DrugDemandReduction/drug -demand-reduction-introduction.html  

42 https://w ww.unodc.org/ropan/en/DrugDemand Reduction/treatmentnetworkcamh90/introduction -to-camh90.html 

43 http://www.unodc.org/unodc/e n/frontpage/unodc -and-who-launch-joint -drug-dependence-treatment-programme.html 

44 http://www.unodc.org/unodc/en/drug -prevention-and-treatment/children/index.html  
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UN ODC はまた、「世界 HIV/ エイズ・プログラム」を実施している。このプログラムでは、ハームリダクショ

ンに焦点を当てた世界および地域の主要ネットワークからなる「薬物使用と HIV に関する UNODC -CSO グ

ループ」を設立し、市民社会とのパートナーシップを強化した。UNODC の HIV/AIDS 担当課は毎年、説明

責任とパートナーシップの計画の両方の機会を提供する共同作業計画に合意するために、CND の端でこの市

民社会組織（CSO）グループと会合する。この文脈において、世界 HIV/AIDS プログラムはまた、「強化され

たコミュニティ、より強力な HIV 対応」と題された公募を通して市民社会組織（CSO）に少額の助成金を提

供してきた。 

 

UNODC は 2019年に、UNODC -CSO Stimulant drugs working group の支援を受けて、覚醒剤使用者の HIV、

C型および B型肝炎への対処方法に関する技術ガイドを開始した。このツールは、国際的なガイダンスと各国

の慣行に基づいて、あらゆる投与経路で覚醒剤を使用する人々のニーズを満たす上で効果的であると確認され

た HIV 予防、治療、ケア、支援の一連の介入をどのように実施するかを記述している。報告書は、覚せい剤を

使用する人々のためのサービスを、薬物を使用する人々のための既存のサービスと、より広範な性の健康及び

他の HIV サービスの中に統合することの重要性を強調している。 
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この章では、医療および科学目的での規制物質の使用について説明する。この中で、加盟国は、規制物質の転

用を防止しつつ、医療及び科学的目的のための規制物質へのアクセスを改善すること、並びに規制物質に対す

る経済的負担や国際協力のような障壁を取り除くことに対する強いコミットメントを改めて表明する。 

 

この章は、次の SDGにリンクしている。 

 
 

市民社会組織（CSO）は、より多くの医療専門家が依存症治療に使用されるブプレノルフィン（慢性疼痛治療

薬）などのオピオイドを投与できるようにするプログラムおよび政策を支援し、依存症による有害性の問題に

関する保護法の公布および施行を支援し、治療が必要な個人に規制薬物のアクセスを支援するよう奨励される。 

 

市民社会組織（CSO）はまた、特に疼痛患者のための規制物質へのアクセスに関する医療スタッフのための教

育プログラムを支援し実施し、緩和ケアを提供することができる。 

 

2  

 

International Association for Hospices and Palliative Care(IAHPC) ( ) 

IAHPC は、質の高い緩和ケアへの普遍的なアクセスが、疾患予防、早期診断および治療を伴う一連のケアの

すべてのレベルの医療システムに統合されることを確実にし、すべての患者または家族介護者の苦しみが可能

な限り軽減されることを確実にするために活動する NGO である45。ある国で緩和ケアを確立するためには、

適切な政策、適切な医療の利用可能性およびサービスの実施に加えて、医療従事者の教育が世界保健機関によ

って重要な側面であると考えられている。IAHPC は、看護大学と医学部の学部課程における緩和ケア教育を

統合し、一次ケアにおける緩和ケアへのアクセス促進と向上を目的とするプロジェクト「システムの変換」46

を実施している。この取り組みは、2014年 11月にコロンビアのカリで開催されたワークショップで実施され

た。このワークショップには、16の医科大学と六つの看護大学を代表する 18の大学が参加した。目的は、コ

ロンビアの医師と看護師のための学部レベルでの緩和ケア能力を同定することであった。IAH PC は、INCB、

全米保健機構(PAHO) 、権限のある国の当局、および保健省と協力して、地域および国の緩和ケア組織によっ

 
45 IAHPC: https://hospicecare.com/about -iahpc/who -we-are/vision -and-mission/  

46 IAHPC’s project “Transforming the System: https://hospicecare.com/what-we-do/projects/competencies -in-palliative-care/ 

UNGASS  2 SDGs 

 

SDGs:  1 (  1.4),  3 (  3.5, 3.8, 3.c, 3.d) 
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て召集された、ラテンアメリカ全体でのオピオイド利用および政策提言・ワークショップを実施している。 

(UICC) ( ) 

UICC は、世界的な癌の負担を軽減し、平等を促進し、癌のコントロールが世界の保健と開発の課題の優先事

項であり続けることを保証するために、癌コミュニティを統合し、支援する47。「ガーナは、アフリカで最も規

制が厳しいオピオイドの 2日間の最大処方を定めている政策の変更を開始した。UICC が支援し、オーストラ

リアが資金を提供するパイロット・プログラムに参加した主な関係者は、疼痛緩和、長期的な疼痛管理、さら

には緩和ケアの実施のための管理された薬物の使用に関する正確な情報を含めるために、医師やその他の医療

専門家による体系的な高等教育に変化をもたらす必要性を認識するのに役立った。これは、都市部の病院の専

門家から農村部の医療従事者まで、最終的にすべてのレベルの医療機関を対象とする一連の研修として運用さ

れている48。 

 

UICC は、緩和ケアの専門家を対象とした複数日にわたる関係者会議およびフォローアップ奨学金を推奨し、

4名の医師を 3週間の集中フェローシッププログラムに参加させた。彼らの参加を通じて、彼らはガーナにお

ける疼痛、疼痛管理および緩和ケアに対するより影響力のあるアプローチを維持するために、知識とリーダー

シップのスキルを拡大した49。 

 

2 UNODC  

 

UNODC WGO UICC (GLOK67) 

UNODC は、UNODC 、WHO、国際がん管理連合(UICC) のパートナーシップである JGP(GLOK 67)を実施

しており、全般的な目的は、乱用や転用を制御しながら、医療目的の規制薬物へのアクセスを改善するために

世界的な連携を取りながら対応を進めることで、薬物の使用が必要な状態で、適切な治療を受けている患者数

を世界的に増加させることである。現在オーストラリアが資金提供しているこのパイロット・プログラムは、

ガーナと東ティモールにおける規制薬物へのアクセスの拡大に焦点を当てており、規制薬物へのアクセスに対

する複雑な障壁を克服することが可能であることを示している。UNODC は、WHO および UICC と協力し

て、INCB、国際原子力機関、ヒューマンライツウォッチ、ウィスコンシン大学疼痛・政策研究グループ、国

際ホスピス・緩和ケア協会、McCabe法律・がんセンターなどの組織と協力し、規制薬物への医療目的でのア

クセスに関する世界的な政策提言・イニシアティブを支援した50。 

 

 

 

 

 

 

 

 
47 About UICC: https://www.uicc .org/who -we-are/about-us 

48 https://www.unodc.org/unodc/en/drug -prevention-and-treatment/access-to-controlled-medicines/accessibility -medicines-

availabilityunodc-publications-glok67.html  

49 Information provided by UICC in February 2019  

50 https://www.unodc.or g/unodc/en/drug -prevention-and-treatment/access-to-controlled-medicines/accessibility-medicines-availability-

glok67.html 

SDGs:  3 (  3.3, 3.5, 3.8),  17 (  17.17, 17.18) 
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本章は、麻薬及び向精神薬の不法な栽培、生産、製造及び取引並びに麻薬関連の犯罪及び暴力を防止し、これ

に対抗するための努力を強化することにより、個人、社会及び地域社会の安全を保護し、確保するという加盟

国のコミットメントを含む。第 1章では、法律が有効に機能している文化を促進するためにあらゆるレベルで、

薬物関連犯罪の防止を扱い、包括的な供給削減努力を促進し、薬物関連犯罪及びその影響を防止するための学

際的な措置を強化し、並びにデータ収集、調査及び情報及びベスト・プラクティスの共有を強化することへの

コミットメントを含む。第 2章は麻薬や向精神薬の不正取引対策に関するものである。これには、様々な分野

における国内及び国際レベルの機関間の協力を促進し、強化するための提案、不法薬物及びその前駆物質に対

処することに関与する政府機関の組織に関する勧告が含まれる。第 3章では、マネーロンダリング、汚職、そ

の他の犯罪行為を含む、他の形態の組織犯罪との関連について扱う。 

 

この章は、次の SDGにリンクしている。 

 

 
 

市民社会組織（CSO）は、薬物使用者に対する適切な法的政策を支援するよう奨励されている;国内外のマネー

ロンダリング対策に関する協力・規制を強化するための政策提言、キャンペーン、モニタリング、ワークショ

ップ・プログラムを実施する;また、薬物密売者によるマネーロンダリングを削減するための経済開発プログラ

ムに加え、治療と予防のための資金の増加を奨励する。 

 

市民社会組織（CSO）はまた、市民教育、政策提言活動、このテーマに関する啓発活動を促進し、促進するこ

とができる。問題について協力し、予防措置を講じるために、銀行および税関当局、警察、司法制度などのそ

の他の関係者とパートナーシップを形成する;関連会議の開催や地域の医療当局との連携を進めている。 

 

3  

 

 

 

 

UNGASS  3 SDGs 

 

SDGs:  4 (  4.1, 4.2, 4.5, 4.5, 4.6, 4.7), l 5 (  5.1),  8 (Targets 8.3, 8.5, 

8.6, 8.7, 8b),  16 (  16.1, 16.2)  
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Centro de Estadios Legales y Sociales(CELS)  

CELSは、アルゼンチンにおける人権の育成と保護、民主主義体制と法制度の強化を目的に 1979年に設立さ

れた非政府組織である51。プロジェクトでは、薬物供給の削減を目的とした政策の実施状況と、ラテンアメリ

カにおける安全保障の軍事化との関連について分析を行う。この調査では、この地域における人権への影響も

文書化されている。 

 

CELSの活動は、この地域における薬物取引との闘いが 2つの傾向につながっていることを示している。第 1

は、警察業務への軍の関与であり、その結果、国内の安全保障が軍事化する。第 2は、薬物関連犯罪を「国家

安全保障」の問題として再定義するために、刑事司法制度と治安制度 (警察、法律、刑法、諜報機関) を再編

成することである。いくつかの国では、両方の傾向が見られる52。 

 

このプロジェクトではまた、国際協力と域内への資金流入についても調査し、これがこれらの傾向にどのよう

に加担しているかを明らかにするとともに、いくつかの資金援助プログラムを取り巻く説明責任の欠如と、こ

れらのプロセスの重要な一部としての警察・軍事活動の透明性の低下についても調査する53。2018年 12月の

米国人権委員会での公聴会で、CELSは米国 11州の 18の組織とともにこの研究を発表した。 

 

3 UNODC  

 

CRIMJUST 

プロジェクト CRIMJUST は、ラテンアメリカ、カリブ海諸国、西アフリカにおけるコカイン取引ルートにお

ける犯罪捜査と刑事司法協力の強化に焦点を当てている。UNODC が IN TERPOL およびトランスペアレンシ

ー・インターナショナルと協力して実施しているこのプロジェクトは、加盟国が組織犯罪を発見、捜査、起訴、

判決する刑事司法機関の能力と統合性を強化し、薬物取引事件における効果的な行動のための地域間レベルで

の協力を促進することを支援している54。CRIMJUST の社会的実装の主要な柱の 1 つは、市民社会と協力し

て、権力の乱用から解放された治安の確保、法の執行、司法へのアクセスに関連する公正な条件を評価し、促

進する。 

 

この取り組みには、法執行機関および司法機関の説明責任評価ツールの開発と需要主導の実施が含まれる55。 

このツールの目的は、刑事司法機関における説明責任と統合的な規範とメカニズムを強化するための勧告パッ

ケージに市民社会からのインプットが含まれることを促進することである。このように、刑事司法部門におけ

る政府の説明責任と誠実性の取り組みを支援する市民社会の能力を強化する。 

 

 

 
51 CELS: https://www.cels.org.ar/web/  

52 https://www.cels.org.ar/web/en/publicacion -tipo/annual -reports/  

53 Information provided by CELS i n February 2019 

54 http://www.unodc.org/unodc/drug -trafficking/crimjust/index.html  

55 https://www.transparency.org/files/cont ent/work/GUIDELINES_FOR_USE_OF_TOOL.P DF or 

https://www.transparency.org/news/feature/strengthening_ criminal_justice_along_the_cocain e_route_the_crimjust_project 

SDGs: 1 (  1.1, 1.2, 1.b),  4 (  4.7), 5 (  5.2),  8 (

 8.2, 8.3, 8.7),  11 (  11.5, 11.7),  16 (  16.2, 16.3, 16.4, 16.5, 16.6),  

17 (  17.17, 17.18) 
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HIV/  

世界 HI V/エイズ・プログラムは、法執行機関と市民社会組織（CSO）を含む他の関連セクターとのパートナ

ーシップを強化してきた。組織的な能力を向上・構築イニシアティブにより、法執行機関と市民社会組織（CSO）

が連携して、薬物を使用する人々との交流における法執行機関職員の知識とスキルの向上、投獄に代わる警察

の紹介サービスの実施、法執行機関職員の業務に関連する職場での HIV 対策が実現しました。UNODC は、

法執行・HIV ネットワークおよび国際薬物使用者ネットワーク(INPUD) と共同で、「薬物使用者における市民

社会の HIV サービス提供者のための実践ガイド:法執行官との協力と相互作用の改善」も作成した56。 

このガイドは、市民社会組織（CSO）やその他のパートナーの代表者に、警察と協力する方法に関する実践的

なガイダンスを提供し、法執行機関と対話するための政策提言能力を高めることを目的としている。 

 

 

UNODC はまた、薬物取引と他の形態の組織犯罪との関連にも取り組んでいる。例えば、世界銃器プログラム

は、銃器と犯罪とテロの結び付きを探求し、薬物の不正取引を含む他の形態の組織犯罪やテロとの関連で銃器

の不正取引に対処する戦略を策定中である57。この戦略は、銃器、その部品・構成部品及び弾薬の不法な製造

及び取引を防止し、これに対抗する加盟国の努力を支援するグローバル・プログラムの統合的アプローチを補

完し、強化するものである。 

 

 

UNO DC はまた、UNODC と世界税関機構「コンテナ管理プログラム」との共同により、加盟国と協力し、

港湾、ドライポート、空港における港湾管理部隊の設置を通じて、国境管理措置を強化している。 

ユニットの職員は、不法物資を運んでいる疑いのある貨物コンテナのプロファイリングと検査のための訓練を

受けており、54の加盟国で 91以上のユニットが現在運用されている58。 

このプログラムは対象国の市民の安全に貢献する。市民社会は、法執行機関が不法商品の密売人を追跡または

逮捕するのに役立つ情報を提供する上で重要な役割を果たすことができる。 

 

(AOTP) 

UNODC は、供給削減および関連措置に関する別のプロジェクトであるアフガニスタン・オピエート取引プロ

ジェクト(AOTP) を実施している。このプロジェクトは、アフガニスタンにおける世界的な不法薬物取引の動

向に関する体系的、包括的、かつ統合された分析情報の必要性に対処し、この問題への国際的な対応を支援す

ることを目的としている59。 

さらに、アフガニスタンのアヘン剤の影響を最も受けている国々の薬物研究能力を強化し、データと情報のニ

ーズに対する認識を高めることを目的としている。 

AOTP は、アフガニスタンのアヘンの不法取引に関する多くの調査報告書を作成し、多くの国々が独自の報告

書を作成するのを支援してきた60。 

 

 

 

 
56 https://www.unodc.org/documents/hiv -aids/2016/Practical_Guide_for_Civil_Society_HIV_Service_Providers.pdf 

57 https://www.unodc.org /unodc/en/firearms -protocol/index.html  

58 https://www.unodc.org/unodc/en/drug -trafficking/contain er-control -programme.html 

59 https://www.unodc.org/unodc/en/data -and-analysis/aotp.html 

60 https://www.unodc.org/unodc/en/dat a-and-analysis/publications.html  
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第 4章では、分野横断的な問題に焦点を当てる。第 1部は、人権及びジェンダーの問題、並びに子ども、若者

及び社会の他の脆弱な構成員の保護を対象とする。ここでは、加盟国は、女性と少女、子どもと若者を搾取や

麻薬取引への参加に対してより脆弱にし、ジェンダーの視点を主流化し、薬物政策とプログラムのすべての段

階で女性の関与を確保する要因を特定し、対処することが奨励される。第 2部は比例政策と刑事司法手続きに

関するものである。その中で、各国は、関連する犯罪について有罪判決や刑罰を科すための代替的または追加

的な措置を策定し、採択し、実施することが奨励されている。また、薬物関連犯罪について、国の量刑政策、

慣行、ガイドラインを適切に推進することも奨励されている。 

 

この章は、次の SDGにリンクしている。 

 

 
 

市民社会組織（CSO）は、とりわけ、人権と基本的自由に関する自らの能力と政策立案者の能力を構築する役

割を果たすかもしれない。予防、プライマリーケア及び治療プログラムへの差別的でないアクセスを提供する

こと (刑務所におけるものを含む);女性と少女の保護因子とリスク因子への取り組み;年齢に応じた施策の実

施;政策やプログラムにジェンダーの視点を取り入れる;人権、健康及び均衡性に関する最良の慣行及び課題に

関する情報の共有;有罪判決または刑罰に代わるものの開発と実施を奨励すること;国レベルの量刑、法的保証、

適正手続保障を促進する。 

 

4  

 

MdM)  

Médecinsdu Mondeは、ケアを提供し、目撃し、社会変革を支援する活動家たちによる独立した国際運動であ

る。355の革新的な医療プログラムと科学的根拠に基づいた政策提言・イニシアティブを通じて、MdM は排

除された個人とコミュニティが健康にアクセスし、医療への普遍的なアクセスのために戦うことを可能にして

いる61。 

 

 

61 MdM: https://www.medecinsdumonde.org/en/about -us 

UNGASS  4 SDGs 

 

SDGs:  4 (  4.3, 4.4, 4.5, 4.7),  5 (  5.1, 5.2, 5.3, 5.6, 5.a, 5.c),  10 (

 10.1, 10.2, 10.3), 16 (  16.1, 16.3, 16.4, 16.10, 16.b), 17 (  17.16, 17.17) 
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ケニアでは、MdM は保健省と協力して、ナイロビの湿地とダゴレッティ地域で薬物使用者のハームリダクシ

ョン・プログラムを実施している。その目的は、薬物を注射する人々の間の HIV とウイルス性肝炎の有病率

を減らし、彼らの人権を促進することである。このプロジェクトでは、薬物を使用する女性(女性のための支

援グループ、妊婦用パック、女性の衛生パックを含む)の特別なニーズに合わせて調整された専門家主導のア

プローチも採用している。MdM は、ハームリダクションを実施するための望ましい政策環境を創出する努力

の中で、地域システムを開発することを提唱する。 

 

Dianova Canada  

医療サービス、ケア、社会サービスへの差別のないアクセスを改善するために、Dianovaはカナダのモントリ

オールで一時的または慢性的なホームレスを経験している人々のための特別なサービスを開発した。これまで

に、Dianova はモントリオール中心部でコミュニティ支援サービスを追加した 41 戸の住宅を提供しており、

2020年春までに 25戸の住宅を提供する予定である。Dianovaは、社会開発の使命を達成するために最も効率

的と考えられるルートとして、コミュニティの支援を受けて住宅へのアクセスを改善するアプローチを選択し

た。そうすることで、アムネスティはモントリオール市のホームレス行動計画 2018-2020に貢献する。 

Dianovaが提供する住宅は、ホームレスの間に薬物使用や薬物関連の問題にさらされてきた多くのテナントの

保護要因となっている。実際、Dianova社が保証する建築規制では、建物の内外での物質の使用が禁止されて

いるため、保護地区が形成され、入居者の安心感と責任感に貢献している。さらに、規制を管理し、賃貸料を

管理することで、入居者が健康管理を必要とするときに直面する具体的な問題を検出することができる。 

カウンセラーは、利用者とサービス提供者に必要な情報を提供することで、ファシリテーターまたはスポンサ

ーとしての役割を果たすことができる。 

 

(UYDEL)-  

UYDEL は、搾取の被害を受けやすく、HIV/ エイズ感染の危険にさらされている 10歳から 24歳の若者と協

力している NGO である。彼らの使命は、政策提言、心理社会的、自立と再統合のためのスキル開発を通じて、

恵まれない若者の社会経済的変革を促進することである62。 

UYDEL は、IOGT -スウェーデンの支援を受け、ウガンダのカンパラ近郊にあるナンサナ市で青少年薬物使用

防止プロジェクトを開始した。このプロジェクトは、未成年者の飲酒に対処し、会議を通じて薬物使用の予防

と教育プログラムを提供するために地域社会のメンバーのネットワークを構築し、情報を増やすための戦略を

模索し、アルコールに関するコンプライアンス・チェックを行うことを目的としている。このプロジェクトは

また、若者に職業技能を提供し、若者に薬物とアルコールのない代替品を提供し、薬物とアルコール政策の積

極的な実施を促進する。警察とメディアの報告によると、ナサナで犯罪が多いのは、若者の間で薬物、特にア

ルコールとマリファナの使用が増え、失業率が高いことが原因だという。UYDEL は、UNODC の「ラインア

ップ・ライブ・アップ」 として知られるスポーツを基盤とした予防プログラムのもと、貧困地域、特にカンパ

ラのスラム街で、犯罪の危険にさらされている若者たちとスポーツを利用して活動している63。 

このプログラムの目的は、若者に批判的思考、健全な対処メカニズム、意思決定、問題解決能力などのライフ

スキルを身につけさせるとともに、仲間と効果的にコミュニケーションする方法を教えることである。組織化

されたスポーツは、特に若者の反社会的行動や薬物使用を減らす方法としてスポーツを用いることによって、

危機にさらされている若者の回復力を構築しようとしている。 

 

 
62 UYDEL: http://www.uydel.org/  

63 https://www.unod c.org/centralasia/en/news/line -up-- live-up-unodc-launches-awareness-raising-campaign-on-the-power-of-sports-as-

a-toolfor -crime-prevention.html  
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4 UNODC  

 

 

ジェンダーに配慮した刑事司法への対応を促進するため、UNODC は 2017年 9月に、コスタリカ、エルサル

バドル、パナマの刑務所システムの代表者やグアテマラの市民社会組織の参加を得て、パナマで国連の女性囚

人の扱いと女性被拘禁者の処遇及び女性犯罪者の非拘禁措置に関する国連規則 (バンコク・ルールズ)の実施

に関する小地域ワークショップを開催した64。 

 

2018年 3 月、女性の地位委員会の第 62 回会期において、UNODC と他の国連パートナーは「世界の薬物問

題」のジェンダー的側面に焦点を当て、司法制度と対応をジェンダーに配慮したものにするための指針を含む 

「A Practitioner's Toolkit on Women's Access to Justice Programming」を開始した65。 

 

 

UNODC とWHO はまた、「物質使用障害」を持つ妊婦を含む女性の治療とケアに関するサービス提供者向け

のトレーニング資料を作成し、WHO の妊娠中の物質使用および物質使用障害の特定と管理のためのガイドラ

インの普及と実施に協力した66。UNODC は他の利害関係者と協力して、注射薬物を使用する女性特有のニー

ズに対応するための研修プログラムを開発した67。NODC はまた、「ジェンダー主流化モニタリングと薬物を

使用している女性のための HIV サービスの評価」 と題する研修モジュールも開発した68。 

UNODC は、エジプト、インドネシア、ネパール、タイ、ベトナムで、政府職員、市民社会サービス提供者、

プログラムマネージャー、その他の専門家 250人以上に、薬物を使用している女性の HIV 予防、治療、ケア

へのアクセス改善を目的とした研修を実施した。 

 

 

UNODC はドーハ・プログラムを通じて、スポーツを中心としたライフスキル訓練プログラム 「Line Up Live 

Up」を実施している。このプログラムは現在、ブラジル、コロンビア、ドミニカ共和国、キルギスタン、パレ

スチナ国家、パナマ、ペルー、南アフリカ、タジキスタン、ウガンダの社会的に取り残されたコミュニティで

試験的に実施されている69。 

UNODC は、犯罪、暴力、薬物使用に関連するリスクについての知識を高めるため、若者との対話やコミュニ

ティの動員イベントなど、スポーツに焦点を当てた意識向上のためのイニシアティブを組織してきた。

UNODC はまた、スポーツや関連技能訓練を通じて若者の回復力を高めることを目的とする NGO にも助成

 
64 https://www.unodc.org/ropan/en/unodc -supports-prison-authorities-in-addressing-discrimination -against-women-pri soners-in-

central-america.html 

65 http://www.unwomen.org/en/digital -library/publications/2018/5/a -practitioners -toolkit -on-womens-access-to-justice-programming 

66 https://www.who.int/substance_abuse/publications/pregnancy_guidelines/en/  

67 I think https://www .unodc.org/documents/hiv -

aids/2016/Addressing_the_specific_needs_of_women_who_inject_drugs_Practical_guide_for_service_providers_on_gender-

responsive_HIV_services.pdf is the best link – I can’t a page explaining the training program, just links to multiple programs 

68 https://www.unodc.org/islamicrepublicofiran/en/gender -mainstreaming-monitoring -and-evaluation-of-hiv-services-for-women-who-

use-drugs.html  

69 https://www.unodc.org/centralasia/en/news/line -up-- live-up-unodc-launches-awareness-raising-campaign-on-the-power-of-sports-as-

a-toolfor -crime-prevention.html  

SDGs: 4 (  4.4, 4.7, 4.B),  5 (  5.1, 5.2, 5.c),  10 (  10.3), 

 16 (  16.2, 16.6, 16.10, 16.A)  
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金を提供している。加えて、ILO 事務局は、世界的イニシアティブの机上検討及び専門家グループ会合を通じ

て、暴力的過激主義防止(PVE)のためのスポーツの利用についての理解を高めるために努力してきた。また、

PVE のためのスポーツの利用に関するコーチ及び教師のための実践的ガイドの開発及びパイロット事業を含

める計画である。 

 

UNODC は、若者を含む地域の利害関係者の積極的な参加を得て、世界の一部の都市(ケレタロ;サンティアゴ・

デ・カリ;南アフリカのダーバンにある UN -Habitat が主導)で地域安全監査を実施している。地域に影響を及

ぼす犯罪や薬物に関するフォーカスグループや調査に参加することで、若者は自分たちの懸念や提案を共有し、

犯罪や薬物使用の地域的な危険因子の理解を深めるために積極的に貢献している。これは後に、個別の地域安

全政策や革新的な介入を開発するために用いられる。UNODC とWHO は、「刑事司法制度に接触する物質使

用障害者の治療とケア:有罪・刑罰の代替法」と題する共同出版物を作成した70。 

 

UNODC と国連開発計画(UNDP) は、法的支援に関するグローバル・スタディ:グローバル・レポートという

出版物を共同で作成し、世界中の法的支援サービスの利用可能性と利用しやすさの概要を提供している71。 

特に、薬物を使用している人々や HIV やその他の血液感染症にかかっている人々など、特定のニーズを持つ

グループに対する法的支援への有意義なアクセスに関する情報が含まれている。 

UNODC はまた、いくつかの市民社会組織（CSO）と緊密に協力して、注射による薬物使用をする女性の特定

のニーズに対応するジェンダーに配慮した HIV サービスのための実践ガイドを立ち上げた72。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
70 https://www.unodc.org/unodc/en/drug -prevention-and-treatment/trea tment -and-care-of-people-with -drug-use-disorders-in-contact-

withthe -criminal -justice-system_-alternatives-to-conviction-or-punishment.html  

71 https://www.unodc.org/documents/justice -and-prison-reform/LegalAid/Global_Study_on_Legal_Aid_ -_FINAL.pdf  

72 https:// www.unodc.org/document s/hiv -

aids/2016/Addressing_the_specific_needs_of_women_who_inject_drugs_Practical_guide_for_service_providers_on_gender-

responsive_HIV_services.pdf (again) 
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UNGASS成果文書の第 5章は、以下の 7部に分かれている。 

1. メタンフェタミンを含む新規向精神薬、アンフェタミン型刺激薬、前駆体および前駆体の転用、麻薬および

向精神薬を含有する医薬品の非医療用使用および誤用への対処; 

2.新しい精神活性物質; 

3.メタンフェタミンを含むアンフェタミン系覚醒剤; 

4.前駆物質と前々駆物質; 

5.医薬品の非医療用使用と誤用; 

6.薬物関連活動におけるインターネットの利用; 

7.変化する現実、トレンド、既存の状況、新たに出現した持続的な課題と脅威。 

 

この章は、次の SDGにリンクしている。 

 

 
 

市民社会組織（CSO）は、データベースを開発し、薬物の使用及び流通に関するデータを収集し、分析するこ

とが奨励される。また、各国の法律や政策に基づき、薬物関連の被害を防止するための早期警報システムを促

進するために、法執行機関と協力し、リスク地域やイベントでの実地の薬物検査や相談を行うこともある。 

 

5  

 

( ) 

サンパトリニャーノは、薬物中毒や社会的疎外に苦しむ人々を歓迎し、彼らがリハビリを再びやり遂げる手助

けをする、生きるためのコミュニティである73。サン・パトリニャーノ地域は、若者の間で物質乱用の増加に

よって引き起こされた緊急事態に対応する最前線にあり、この重要なグループにおける不満と抑うつの増加に

関連していると見ている。1978年の設立以来、540人以上の未成年者を受け入れており、2017年から 2018年

の間に 49 件の新規登録があり、未成年者裁判所と社会福祉事業を通じて行われた。2018 年、この地域は 53

 

73 San Patrignano: https://www.sanpatrignano.com/about -us/ 

UNGASS  5 SDGs 

3

 

SDGs:  3 (  3.3, 3.5, 3.8),  5 (  5.1, 5.2),  8 (  8.6) 
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人の未成年者、25人の少女、28人の少年に家を提供した。若い住民のすべてのニーズに対応し、彼らの学習

を確実に完了させ、彼らの人格の完全な発達に寄与することができる並行した教育およびレクリエーション活

動を提供し、彼らの自尊心と自信の回復を助けている。未成年者向けの活動やサービスは、子どもたちの精神・

社会・身体の発達を促すと同時に、子どもたちの薬物使用に関連した、あるいは薬物使用が原因の、既存の精

神的問題に対処することを目的としている。ここでは、子どもたちが人間関係や家族との絆を再構築するのを

支援することに非常に重点を置いており、それが弱体化したり崩壊したりすると、子どもたちの薬物依存につ

ながることが多い。これはコミュニティの中心的な目標であり、この復興が子どもたちの調和のとれた成長を

促進し、将来の社会復帰に不可欠であるとアムネスティは考えている。 

 

(CIJ) : ( ) 

CIJはメキシコの若者の薬物使用に取り組んでいる74。CIJの予防プログラムは、人々に薬物使用を思いとどま

らせることを目的とした予防的介入を提供する。このプログラムは、医療専門家や地域社会の指導者の支援を

得て組織されており、地域社会の人々に薬物使用の悪影響や有用な技術についての知識を提供するために、個

別のキャンペーンを通して人々のさまざまな部分を対象としている。これらの介入は、各群の年齢、特徴およ

び資源に基づいて調整される。このプログラムでは、ジェンダー、人権、地域社会の観点に焦点を当て、影響

を受ける地域社会の内外の関係者が、深く多様な利害関係者の視点から薬物の使用に取り組むことを保証して

いる。特に、育児技能の強化、批判的思考の促進、消費に関連する被害の軽減、および薬物使用に関連するリ

スク回避または最小化する対処技能の訓練の提供に焦点を当てる。このプロジェクトは、法執行機関や保健当

局、民間セクターやその他の NGO など、政府のさまざまな部門と協力して実施されている。 

 

5 UNODC  

 

UNODC (EWA) 

加盟国による新しい精神活性物質の特定と報告を支援するため、UNODC は Early Warning Advisory(EWA) 75

を設立した。この勧告は、動向、有害性、国の立法措置に関する情報や技術情報を政策立案者、研究室、法執

行官に提供する監視ツールと知識のハブとして機能する76。国立薬物研究所の法医学的能力を高めるため、

UNODC はフェンタニルやその類似物質などの特定物質の同定と分析に関するマニュアルを多数作成した77。 

また、研究所や法執行機関向けの研修や意識向上のためのワークショップも開催されている。 

 

UNODC SMART  

合成薬物問題への対応として、UNODC は 2008年にグローバル SMART プログラムを開始した78。このプロ

グラムの目的は以下のとおりである。効果的な政策設計とプログラム介入のために合成薬物情報を生成し使用

するために、実験室職員、法執行機関および研究職員に技術的支援を提供する。このプログラムはブルネイ、

カンボジア、中国、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベ

トナムのパートナー諸国政府とともに実施されている。2011年、SMART は、実施パートナーである米国薬物

乱用取締委員会(CICAD) の協力の下、ラテンアメリカで業務を開始した。 

 
74 CIJ: http://www.ci j.org.mx/Contenidos/qu e_cij/que_cij.html  

75 UNODC Early Warning Advisory on NPS: https://www.unodc.org/LSS/Home/NPS  

76 https://www.unod c.org/LSS/Page/About  

77 Methodes for the identification and análisis of fentanyl and its analogues in biological specimens: 

https://www.unodc.org/ documents/scientific/ Recommended_methods_for_the_identification_and_analysis_of_Fentanyl.pdf 

78 https://www.uno dc.org/LSS/Page/NPS/GlobalSmart  

SDGs: 3 (  3.5, 3.D) 
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第 6章では、専門的で、的を絞った、効果的かつ持続可能な技術援助、資金援助、及び研修や技術ノウハウと

いったその他の貢献を強化するための各国への提言を行う。特に、各国間及び国際社会の他の主要な利害関係

者との間で、南北、南南及び三角協力を強化することが推奨される。 

 

この章は、次の SDGにリンクしている。 

 

 
 

市民社会組織（CSO）は、特に、自らの能力を構築し、政策立案者の能力構築プログラムに参加し、国境を越

えた協力を強化するために地域の様々な利害関係者とネットワークを作り、情報やノウハウを共有するという

役割を果たすことができる。 

 

6  

 

International Drug Policy Consortium (IDPC)  UNGASS SDGs  

IDPC は、薬物の生産、取引、使用に関連する問題に焦点を当てた 182の NGO の世界的ネットワークである。 

IDPC は、国内および国際レベルでの薬物政策の有効性、方向性および内容について客観的かつ開かれた議論

を促進し、薬物関連の害を低減するのに有効な科学的根拠に基づく政策を支援する79。IDPC の優先課題の一

つは、NGO が UNGASS の実施を提唱し、国内および国連の政策立案者に戦略的な提言を行う能力を構築す

ることである。IDPC の画期的な報告書「薬物政策：過去 10 年間を振り返って～市民社会による評価レポー

ト～Taking stock:A decade of drug policy–A civil society shadow report」80 はその重要な例である。報告書で

は、2009年の政治宣言以降の世界的な薬物規制の進展を振り返ることが多いが、第 3 部では将来に目を向け

る。同報告書では、SDG目標に基づいて可能性のある新たな指標を特定し、UNGASS成果文書の具体的な実

施勧告と強く整合している。目的は、特に UNODC の年次報告書アンケートをはじめとする、薬物に関する

データ収集ツールの見直しと合理化を支援することである。可能性のある新しい指標を～に提案する 7 つの

UNGASS成果文書の各章は、今後 10年間の進展をより適切に追跡するのに役立つことを期待している。IDPC

はまた、市民社会組織（CSO）が SDGsと連携して UNGASSの実施を支援するための分析・政策提言・ツー

ルも開発しており、その中には 「UNGASS 成果文書の進展を活用する方法」 に関するガイドも含まれてい

 
79 IDPC: https://idpc.net/about  

80 https://idpc.net/publications/2018/10/taking -stock-a-decade-of-drug-policy-a-civil -society-shadow-report 

UNGASS  6 SDGs 

 

SDGs: 16 ( 16.10, 16.6, 16.7, 16.a), 17 (  17.16, 17.17) 
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る81。本書では、成果文書の主要なパラグラフに焦点を当て、市民社会組織（CSO）、政府、国連機関が、人道

的で効果的な薬物政策を推進するための継続的な取り組みにおいて、これらがどのように役立つかを探る。ま

た、SDGsのセクションも設けられており、成果文書で SDGsに言及することで、農村部と都市部の両方にお

ける開発志向の薬物政策を支援することができる。 

 

Dianova Chile : ( ) 

Dianova Chile(Dianova Uruguay、DianovaEspaña、Dianova International の協力により)は、チリとウルグア

イからの協力者(専門家・技術者)と医療部門、自治体、公立学校からの外部専門家のための国際認証を開始し

た。認証は 76時間のビデオ会議で構成され、さまざまな地域(ウルグアイからスペインのマドリードまでのバ

ルパライソ、チリのマウレ、モンテビデオ、マルドナドなど)の人々を教育する。2018 年には 70 人が国際認

定を受けた。このプログラムは、薬物依存治療に関する知識と技能を強化することを目的としており、各チー

ムがすでに実施している内部トレーニングを補完するものとなることを目指している。国際的な認証カリキュ

ラムには、薬物やジェンダーに配慮したアプローチなどの 4つのモジュールが含まれている。薬物依存の介入

における統合モデル;危機介入;やる気を起こさせる面接;依存症治療のための公共政策などである。カリキュラ

ム全体を通して、この認定は薬物治療に関する国際および国内基準の実施を促進する。 

 

Vienna NGO Committee on Drugs(VNGOC)NGO Marketplace( ) 

VNGOC は 1983年に設立され、非政府組織 (NGO) 、INC B、UNODC という、薬物政策の策定に関与する

ウィーンの機関との連携を図っている82。VNGOC は、UNODC 市民社会チームと協力して、薬物政策 NGO

間の協力とベスト・プラクティスの共有を促進するための革新的なオンライン・プラットフォームである NGO

マーケットプレイスを運営している83。NGO のマーケットプレイスはロシア連邦からの資金提供を受けて

2016 年に開発され、その後改善を続けている。現在のバージョンでは、市民社会組織（CSO）が活動やベス

トプラクティスに関する情報を共有できるソーシャルメディア・コンポーネントとは別に、各 NGO マーケッ

トプレイス・メンバーがイベントを宣伝できる双方向なグローバルカレンダーを備えている。 

 

VNGOC と UNODC 市民社会チームがベスト・プラクティスに関する情報を収集し、加盟国と共有できるよ

うにするために、NGO Ma rketplace には、加盟国が完全に利用できる新しい強力な調査ツールも用意されて

いる。このことは、とりわけ、NGO Marketplace を、現地の市民社会組織（CSO）の活動に関する情報を収

集するための有用なツールとし、市民社会組織（CSO）間のみならず、市民社会と加盟国の間の国際協力を強

化する。 

 

6 UNODC  

 

 

CRIMJUST 

トランスペアレンシー・インターナショナルとのパートナーシップの下、UNODC は CRIMJUST プロジェク

トの枠組みの下で、市民社会組織が実施する説明責任評価ツールを作成した。それは、国内および国際レベル

で、市民社会と政府の利害関係者の間の信頼と交流の基盤として機能する。2017 年の活動開始以来、パナマ

の Fundacion para el Desarrollo de la Libertad Ciudadana、ナイジェリアの Civil Society Legislative Advocacy 

 
81 https://idpc.net/publications/2017/03/how -to-capitalise-on-progress-made-in-the-ungass-outcome-document 

82 VNGOC: http://vngoc.org/about -the-vngoc/welcome-to-the-vngoc-e-home/  

83 NGO Marketplace: https://mp.vn goc.org/js/home.htm?q=eyJzIjoxfQ==  

SDGs: 16 (  16.3, 16.4, 16.5, 16.6, 16.7, 16.10),  17 (  17.9, 17.16, 17.17) 
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Centre(CISLAC) 、およびガーナ Integrity Initiative (GII) の代表者が、刑事司法機関に対し、内部および外部の

監視、保護、透明性、市民社会の参加、能力、独立の七分野に関する結果と提言を発表してきた。その結果、

市民社会組織は、法執行機関や司法機関において、組織犯罪や薬物取引と効果的に闘う上での重要な誠実性と

説明責任の課題を特定し、監視し、対処することができるようになった。 

 

UNGASS  

UNODC は、第 30回国連世界薬物特別総会の成果文書（UNGASS2016）に含まれる勧告の実際的な遂行をす

る加盟国を支援するためにワークショップを開催した。この文書はまた、持続可能な開発のための 2030アジ

ェンダというより広い枠組みにも位置づけられている。ワークショップの目的は、成果文書に含まれている条

項に対する認識を高め、技術援助のニーズの特定を支援し、国内実施の進捗状況の自己評価を促進することで

あった。ワークショップはまた、各国のグッド・プラクティスと学んだ教訓の共有を奨励する。 

 

UNODC は、市民社会が UNGASS成果文書にどのように反映されているかを示すために、市民社会組織のた

めの組織的な能力を向上・構築するワークショップを実施した。ワークショップでは、成果文書の実施を支援

するために市民社会ができることについてのアイデアが生まれた。その結果、アフリカ、バルカン半島、中央

アジア、コーカサス、中東、東南アジアの 42カ国から約 100人の市民社会代表が、対話型ワークショップの

形式で UNGASS成果文書について報告を受けた。また、対話型のグループセッションでは、具体的なアイデ

アや地域固有のアイデアも生まれた。 
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最後の第 7章では、持続可能な作物管理戦略の一部である代替的開発と、必要に応じて予防的代替的開発プロ

グラムを含む、長期的、包括的かつ持続可能な開発志向でバランスのとれた薬物統制プログラムと政策の実施

を通じた、薬物関連の社会経済的問題への対処に関する各国の再確認を取り上げる。本章は 2つの部に分かれ

ており、第 1部は社会経済的問題と代替開発に関連し、第 2部は開発志向の包括的かつ均衡のとれた薬物政策

と実行可能な経済的代替策のための技術・資金協力に関する提言である。 

 

この章は、次の SDGにリンクしている。 

 

 
 

 
 

市民社会組織（CSO）は、特に、政策立案者や農業従事者などの被災集団と協力して、科学的根拠に基づく開

発プログラム; 組織的な能力を向上・構築イニシアティブの設計と実施;持続可能な作物管理戦略を推進するた

めの意識向上キャンペーンの運用を開発することによって貢献することができる。 

 

7  

 

Mae Fah Luang Foundation Under Royal Patronage(MFLF) 

MFLF は、貧困で機会を奪われている人々の生活の質を改善するために設立された民間非営利団体である84。 

MFLF は、代替開発イニシアティブを通じて、基本的なサービスやインフラへのアクセスが限られており、自

らを維持するための実行可能な生計手段を持たない貧困層や周縁化されたコミュニティの人々を支援してい

る。彼らはしばしば不法薬物栽培に頼る人々である。MFLF は、タイなどでのプロジェクトを通じて、家族を

養い、貧困や犯罪を防ぎ、環境と調和した生活を送るために十分な収入を生み出す、多様な生活機会を人々に

提供してきた。MFLF のおかげで、受益者はもはや薬品栽培やその他の不法活動に頼る必要がなくなった。 

 
84 MFLF alterna tive development initiatives: http://www.maefahluang.org/?p=4254  

UNGASS  7 SDGs 

 

SDGs: 1 (  1.1, 1.5, 1.A),  8 (  8.3, 8.4), Gola 10 (  10.1, 10.2, 10.3), 

 16 (  16.3, 16.4, 16.10, 16.a),  17 (  17.16, 17.17) 
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Mexico United Against Crime(MUCD)  

MUCD は、治安と正義の問題について社会を団結させるために活動しており、社会とメキシコ当局をつなぐ

役割を果たしている85。MUCD は、2016年 9月から 2017年 11月にかけてメキシコ外務省(特に多国間問題・

人権事務局及び国連事務局システム総局)との間で「薬物の新たな国際戦略に向けて」と題する非公式対話を

七回開催し、その結果としてメキシコ政府は UNGASS2016勧告の実施状況をフォローアップするためのマト

リックスを作成し、国連麻薬委員会（CND）と CICAD -OASに対し、メキシコ政府の短期、中期、長期的な

進捗状況に関する結果を提示した。加えて、対話では 45 の結論と提言のリストが作成され、その中には修正

を求める声も含まれていた。 

 

加えて、対話では、メキシコの一般保健法及び連邦刑法を改正し、薬物使用の犯罪化を排除し、刑罰の比例原

則を具体化し、大麻市場の規制を達成することを求めるなど、45の結論及び勧告のリストが作成された。 

 

7 UNODC  

 

 

ミャンマーの国別プログラムには、代替開発に関する非常に強力な要素が含まれている。このプログラムは、

ケシ栽培地域の農家に実行可能な代替手段を提供する。このプログラムはミャンマーの Southern Shan State

で実施されており、第二段階として 2022年 12月まで延長される予定である。South Shan Stateでは 2014年

に最初のコーヒーが栽培されて以来、ミャンマーの代替開発プログラムは大きな成果を上げている。 

UNODC は現在、55の村の農民と協力し、アヘンからの転換を支援することを含む長期戦略を実施している。 

環境を尊重し、ジェンダーの平等を促進しながら、価値の高い永続的かつ持続可能な換金作物を生産する。 

このイニシアティブの持続可能性を確保し、市場へのアクセスを保証するため、2015 年に農協グリーンゴー

ルドが設立され、現在 968の組合員を代表している。同プログラムは、農業省との緊密な協力の下、515ヘク

タールのコーヒー農園を対象とする 652件の土地保有証書の発行を支援した。グリーンゴールド協同組合は、

2017 年にフランスのコーヒー会社マロンゴ社との間で 5 年間のパートナーシップ協定を締結し、2018 年に

は、厳選された高品質のコーヒーの最初の容器をヨーロッパ市場に輸出した。UNODC プログラムはまた、

496 ヘクタールの再植林と、1,539 の農民が参加する 28 のコミュニティ森林グループが実施した林産物の持

続可能な利用に関する 5つの小規模イニシアティブも支援した。 

 

 

UNODC コロンビア事務所は、コロンビア政府と共に、また 2016年の政府と FARC(コロンビア革命軍)の和

平合意の重要な構成要素として、コロンビアにおける不法作物を減らし、代替開発と合法性の文化を促進する

ための統合的かつ持続可能な戦略の実施と監視を支援している。この目的のために、UNODC はコロンビアの

社会的繁栄のための国家省の一部である土地統合のための特別管理ユニットとの協定に署名した。 

UNODC コロンビア事務所は、コロンビア法律省を支援し、薬物需給を管理するための部門包括薬物計画の実

施とフォローアップにおいて、各部門の行政機関に技術援助を提供している。さらに、コロンビア法務省、

UNODC および OHCHR の間で、国家レベルでの人権に基づく薬物政策の立案と実施のための理論的、技術

的および実施上の勧告を作成するための枠組み合意が作成されつつある。 

 

 
85 MUCD: https://www .mucd.org.mx/  

SDGs:  1 ( 1.1, 1.2, 1.4, 1.5, 1.B),  6 (  6.4, 6.5),  8 (  8.3, 

8.4),  16 (  16.1, 16.2, 16.6, 16.A) 
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用語集 

 

AIDS – Acquired immune deficiency syndrome  

AOTP – Afghan Opiate Trade Project  

ARQ – Annual Report Questionnaire  

CARICOM – the Caribbean Community  

CASSOS – Caribbean Aviation Safety and Security Oversight System  

CBO – Community -based Organization  

CCPCJ – Commission on Crime Prevention and Criminal Justice  

CCSS – CARICOM Crime and Security Strategy  

CICAD – Inter -American Drug Abuse Control Commission  

CISLAC – Civil Society Legislative Advocacy Centre  

CND – Commission on Narcotic Drugs  

CSO – Civil Society Organization  

CST – Civil Society Team of UNODC  

CSTF – Civil Society Task Force  

DALY – Disability -adjusted Life Years  

ECOSOC – Economic and Social Council  

EHRN – Eurasian Harm Reduction Network  

EWA – Early Warning Advisory  

GA – General Assembly  

GLOK32 – joint United Nations Office on Drugs and Crime –World Health Organization’s Programme on Drug 

Dependence Treatment and Care  

HIV – Human immunodeficiency virus  

HONLEA – Head of National Drug Law Enforcement Agencies  

IAHPC – Internati onal Association for Hospice and Palliative Care  

ICE – International Collaborative Exercises  

IDPC – International Drug Policy Conso rtium  

IMPACS – the CARICOM Implementation  Agency for Crime and Security  

INCB – International Narcotics Control Board  

INW UD – International Network of Women Who Use Drugs  

LEAHN – Law Enforcement and HIV Network  

MDGs – Millennium Development Goals  

MdM – Médicins du Monde  

NGO – Non-governmental Organization  

NPS – New Psychoactive Substances  

OAS – Organization of American  States  

OHCHR – Office of the High Commissioner for Human Rights  

OPs – operational paragraphs  

PAHO – Pan American Health Organization  

PWID – People who inject drugs  

PWUD – People who use drugs  

RSS – Regional Security System  



36 

 

SCS – Supervised consumption services  

SDGs – Sustainable Development Goals  

SSDP – Students for Sensible Drugs Policy  

STIs – Sexually transmitted Infections  

UICC – Union for International Cancer Control  

UN – United Nations  
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